



































































2.1アメリカの IT革命  
1990 年代のグローバル化がヒト、モノ、カネにとどまらず情報の移動まで容易になっ
た背景には、アメリカの IT 革命の影響が大きい。アメリカ経済は 1990 年代に入り、低迷す























になった。さらに、1980 年代からスイスで開発されていた www 技術が 1992 年に公開され
ると、インターネットが急速に普及し、加えてコンピュータの取り扱いを容易にする OS と
して windows95 が発売されると、コンピュータの利便性が飛躍的に向上した。 
このような IT 産業の発展によりアメリカでは、リストラクチャリングを進める企業の
労働生産性が向上したと言われる5。また、多数の IT ベンチャー企業の出現とインターネッ
ト関連株を中心に株価が上昇し、NASDAQ 総合指数は 2000 年 3 月に史上最高値を更新した。 






造委託を行っていた。そして 1990 年半ばになると、急増する IT 関連機器需要に対応するた
め、東アジア諸国へ進出して生産拡大を図った。こうした結果、中国の IT 関連製品輸出は、








                                                  
5 IT 産業の発達と普及がアメリカを中心に起こった背景には、アメリカの軍事産業においる設
備投資や研究開発の蓄積、電気通信事業の自由化がいち早く進んでいたためと言われている。 










Goldman Sachs は 2003 年 10 月に投資家向けレポート”Dreaming with BRICs: The Path to 
2050”を発表した。通称「BRICs レポート」を執筆したのは、Dominic Wilson とアメリカ生ま
れのインド人 Roopa Purushothaman である8。彼らは、Brazil, Russia, India, China の英頭文字か





2041 年までにアメリカを追い越して世界一の経済大国になること、(2)インドは 2032 年まで
に日本を追い越し、アメリカと中国に次ぐ経済大国になること、(3)ブラジルとロシアも 2050
年までにドイツ、フランス、イタリア、イギリスを追い越すこと、(4)つまり、2039 年まで
に BRICs の GDP は G6（アメリカ、日本、イギリス、ドイツ、フランス、イタリア）のそ














                                                  
8 Roopa 女史については絵所(2008)。 
9 G6にはUS1兆ドル以上の先進国を対象としたため、カナダが含まれていない。一人当たりGDP









次に、BRICs 各国は人口も多く、BRICs 全体で世界の人口の約 42%を占めている。国別
でみると、中国が約 13 億人と世界最大の人口を有し、インドが約 11 億人で続いている。人
口が多いということは、経済発展に伴い所得が増加すれば大きな需要（中間層）が生まれ




ば、インドは 2030 年に中国の人口を追い越すと予想されている(図 1a)。人口抑制政策を採
用してきた中国に対し、宗教的な理念や教育がいまだ低所得層まで十分に普及していない
インドでは今後も人口増加が続くと予測されている。インドの生産年齢人口比率（生産年
齢人口/人口）は 2005 年の 62.3%から 2025 年の 67.9%へ、2045 年には 69.0%へと上昇するの
に対し、中国のそれは、2005 年の 70.4%から 2025 年の 68.6%へ、2045 年には 62.3%へ低下す
る。また、従属年齢比率（15 歳未満と 65 歳以上の人口/生産年齢人口）に関しても、イン
ドは 2005 年の 60%から 2025 年の 47%へ、2045 年には 45%へ持続的に低下する一方、中国の















                                                  
11 山崎(1997) 
12 UNCTAD, World Investment Report, various issues (http://www.unctad.org/) 
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にする。同時にそれは、経済自由化の開始が NIEs や ASEAN 諸国より 10～30 年遅れたこと
やグローバル経済のもとでの対外的なチャンスをインドがいかに取り込んでいったかにつ
いて答えることにもなる。 
表 2 のように、独立後のインド経済を大きく 2 つの時期に分ける14。第 I 期は、第一次
五カ年計画が開始された 1951 年度から 30 年間である。この時期は、経済成長率が平均 3.5%




定的な成長軌道に乗ったようにみえる15。特に、2003 年度から 2006 年度の年平均経済成長




3.1 第 I期－インド型開発戦略の形成と展開－ 







                                                  
13 絵所(1991) 


















































されている。そして、このような民族や言語に対応して 7 つの直轄統治領や 28 の州が構成され




略を遂行するための手段として、1956 年の産業政策決議と 1951 年の産業（開発・規制）法
といった産業政策が公布された。 
1956 年の産業政策決議では、1948 年産業政策決議による公共部門と民間部門が担う産
業分野の再設定が行われ、全産業は 3 つのカテゴリーに分けられた。第 1 のカテゴリーは原
則として公共部門が独占する分野であり、兵器や原子力、鉱業を始めとしてインフラ、重
工業など 17 基幹業種が割当てられた。第 2 のカテゴリーは公共部門と民間部門が共に参入

















こうした開発戦略により、インドは 20 世紀前半の年率平均 1%以下の低成長率から脱し、































14 行が国有化された22。また同年、独占・制限的取引慣行法(Monopolies and Restrictive Trade 





とになった。1967 年には SSI だけに生産が許される留保品目制度が開始され、労働集約的な
47 品目を大企業は製造できなくなった23。さらに 1973 年には、外国企業の出資比率を 40％
                                                  
20 Panagariya(2008)は、こうした点を裏付ける研究として、Bhagwati and Desai(1970)と Kurien(1966)
を挙げている。RBI のセンサスサーベイを利用した Bhagwati and Desai(1970)によれば、1964 年 3
月 31 日時点で、外国企業と資本・技術提携関係をもつ民間企業は 827 社あった。うち 591 企業






22 生命保険会社はすでに 1956 年に国有化されていたが、この時期に損害保険会社や石油会社も
国有化された[Panagariya(2008)]。 
















が適用される事業所は 300 人から 100 人を雇用する事業所へと下方修正された。このような
保護政策は留保品目政策とならび、大企業が労働集約的な産業に参入する障壁となった。 
土地に関しても 1976 年に新しい規制、すなわち市街地土地(上限・規制)法(Urban 













3.2 第 II期－経済自由化への道程－ 
3.2.1 既存の体制のもとで部分的な自由化 
1980 年代に入ると、韓国など NIEs の発展を目の当たりにし、政府も過度な統制システ
ムが生産効率や近代的技術導入の弊害となっていることを認識し始めた。1980 年に首相に
                                                  
24 外国企業の出資比率を 40%以下にした企業は、地場企業と同等の扱いを受けることができた。 
25 この法律は 17 州で施行されていたが、経済自由化後の 1999 年に Andhra Pradesh, Assam, Bihar, 































や ASEAN4 に対し、インド型開発戦略を支えていたのは、国内市場の大きさと NRI の資金
であった。それが湾岸戦争を契機に破綻した。折しも、グローバル化が加速し始めた時期
であった。 
                                                  
27 これはブロードバンディングといわれる。たとえば自動車産業では、これまで乗用車の生産
のみを許可されていた企業は、バスやトラックなどの商用車と組合せて生産できるようになった。 
28 Kumar(1994)によると、外国企業との提携に対する認可は 1967～79 年度の 242 件から 1980～88
年度の 744 件に増加した。特に許可総数に占める資本提携の認可の割合は、同期間で 16.1%から
22.8%へ増加した。 
29 二階堂(2003) 
30 World Bank(1987)によると、MRTPA 企業が生産能力の拡大を申請し、年度内に許可が下りた割
合は 1981 年度 の 34.0%から 1985 年度の 46.8%へ上昇した。同様に、新規事業所の設立を申請し、
年度内に許可が下りた割合は、1981 年度 の 23.7%から 1985 年度の 42.8%へ増加した。 
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1991 年 6 月のナラシマ･ラオ政権発足時には、外貨準備は輸入額のわずか二週間分ほど
であった。ラオ首相は着任後すぐに IMF・世銀に融資を要請し、財政支出削減や金融引締
め、ルピー切下げなどマクロ経済安定化と構造調整を組み合わせた新経済政策に着手した。
今日に至る経済自由化路線の端緒となった 1991 年 7 月の新経済政策では、（1）公共部門独
占分野を 17 業種から 8 業種へ削減、（2）産業ライセンスの取得義務は 18 業種を除いて撤廃、
（3）MRTPA 企業による生産能力の拡大や新規企業の設立、M&A における事前許可の撤廃、
















留保品目はウルグアイ・ラウンド交渉の締結に伴い、2001 年 4 月までに撤廃された。唯一
残る貿易障壁としての輸入関税の水準も全体の単純平均で 1991年度の 128.0%から 2001年度









                                                  
31 人口 100 万人を越える大都市に立地する場合を除く。また製造業企業の立地は、各州の土地利
用制限や環境制限の影響を受ける。 















産性 (Total Factor Productivity: TFP)の観点から検証した場合、生産性が向上していると必ずし
もいうことができない。むしろ、Goldar(2004)や Trivedi et al.(2000)、佐藤編(2009)など大半の




















輸出額の対 GDP 比は 1991 年度の 7.1%から 2001 年度の 12.7%へ、2006 年度には 20.3%へ上







輸出に肉薄してきている。特にサービス輸出のなかでも、ソフトウェア開発や BPO (Business 
Process Outsourcing)と呼ばれる業務委託の輸出が著しく伸びている。2006 年度のソフトウェ









にも FDI が集まっていたが、2000 年代はサービス業やエネルギー産業により FDI が集中し
ている(表 6)。 




















                                                  








まれるが、インドではそうした現象がみられていない。表 8 のように、1993～1999 年度にお
いて製造業の生産額は年平均 7.80%の成長を記録したが、この期間の雇用の年平均成長率は
2.58%にとどまった。すなわち、雇用の年平均成長率を生産額の年平均成長率で割った雇用
の生産弾力性は 0.33 となり、「雇用なき成長(Jobless Growth)」の様相がうかがえる。製造業
























回の金融危機により外資系金融機関や IT 企業で働いていた多くの労働者が解雇された35。 
ただし、サービス部門の生産額比率の大きさを過大評価してはならない。ホテルやレ
                                                  










整備があちらこちらで進んでいる。特に首都のデリーでは、2010 年 10 月に英連邦競技大会
が開催されることもあり、新空港や地下鉄、道路などのインフラ整備が急ピッチで行われ
ている36。こうしたインフラの整備に日本の ODA（政府開発援助）が活用されており、イ










日本はアメリカ、ドイツに次ぐ 3 番目の輸出国であったが、1997 年度にはイギリスや香港、
ドイツを下回り第 5 番目の輸出国へ、2007 年度は UAE や中国、地域貿易協定を締結したシ
ンガポールへの輸出が拡大し、日本は 12 番目の輸出国へとその地位を低下させた。日本か
らの輸入も同様に、1987 年度に 9.6%を占め、インドにとって日本はドイツに次ぐ 2 番目の
輸入国であったが、1997 年度にはサウジアラビアやスイスを下回り第 8 番目の輸入国へ、









                                                  









は停滞している。商工省の統計によると、1991 年 8 月から 1999 年 12 月までの国別 FDI 実
行額では、日本は第 3 番目の投資国であったが、2000 年 4 月から 2008 年 12 月までの同実行
額では、第 6 番目の投資国へと後退した。2008 年の対印 FDI 実行額のシェアは、モーリシ
ャス経由の投資が 49.6%のシェアを占め、その後にシンガポール 13.1%や NRI6.8%、アメリ
カ 6.3%、イギリス 5.8%等が続く。日本のシェアは 1.4％に過ぎず、NRI を除いた場合でも第
9 番目の投資国となっている。他国企業と同様に、日本企業も税制の優遇措置がある第 3 国
経由で対印投資を行っている場合もあるが、東アジア諸国に対する FDI と比べると日本企
業の慎重さがみてとれる。東洋経済の『海外進出企業総覧』によると、インドに進出して
いる日系企業は 2000 年版の 165 社から 2008 年版の 261 社へ増加したが、それは、中国に進
出している日系企業 4878 社に比べると、18 分の 1 に過ぎない(図 9)。 
こうした日本企業の慎重さは、国際協力銀行(JBIC)が毎年実施している『わが国製造業
企業の海外事業展開に関する調査報告』からもうかがい知ることができる。中期的（今後 3













5.3 包括的経済協力と ODA 
 ODA の側面から見た日印関係は、貿易や投資に比べて緊密である。対印 ODA は、イ
ンド自ら近隣諸国等へ技術協力を行うなどの実績があるため、円借款が中心となっている。
外務省『ODA 国別データブック 2008 年版』によると、2007 年度の対印 ODA の内訳は、円
                                                  
37 2007 年度二国間の貿易統計より[Directorate General of  Foreign Trade (http://dgft.delhi.nic.in/)]。 
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借款が 2,251 億 3 千万円、無償資金協力が 3 億 9,700 万円（以上、交換公文ベース）、技術協
力が 12 億 3,100 万円（JICA 経費実績ベース）となっている。円借款に関していえば、イン
ドは 2003 年度以来、5 年連続で最大の受取国である。インド政府は援助受入国を G8 と EU
に限定しているため、インドからみても日本が最大の二国間援助の受入国である38。 
2000 年 8 月に「日印グローバル・パートナーシップ」の構築に合意して以来、ODA を
通じた支援は、日印関係強化のための一層重要なツールに位置付けられている。2005 年 4











面での協力が行われている。2008 年 12 月のマンモハン・シン首相来日時には、日本政府が
貨物専用鉄道建設計画（第 1 フェーズ）に約 4500 億円の円借款を供与することを約束した
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1 ア メ リ カ 10,908 ア メ リ カ 13,811 中 国 44,453
2 日 本 4,229 日 本 4,377 ア メ リ カ 35,165
3 ド イ ツ 2,440 ド イ ツ 3,297 イ ン ド 27,803
4 イ ギ リ ス 1,813 中 国 3,280 日 本 6,673
5 フ ラ ン ス 1,800 イ ギ リ ス 2,728 ブ ラ ジ ル 6,074
6 中 国 1,641 フ ラ ン ス 2,562 ロ シ ア 5,780
7 イ タ リ ア 1,507 イ タ リ ア 2,107 イ ギ リ ス 3,782
8 ス ペ イ ン 883 ス ペ イ ン 1,429 ド イ ツ 3,603
9 カ ナ ダ 866 カ ナ ダ 1,326 フ ラ ン ス 3,148
10 メ キ シ コ 639 ブ ラ ジ ル 1,314 イ タ リ ア 2,061
11 韓 国 608 ロ シ ア 1,291
12 イ ン ド 599 イ ン ド 1,171
13 ブ ラ ジ ル 552 韓 国 970
14 オ ラ ン ダ 538 メ キ シ コ 893
15 オーストラリア 455 オーストラリア 822
16 ロ シ ア 431 オ ラ ン ダ 754
注: *2003年と2007年は名目GDP（実績値）、2050年は2003年基準の実質GDP（予測値）でのランキング
出所: 2003と2007年はWorld Bank, World Development Indicators; 2050年はGoldman Sachs
2003年* 2007年* 2050年 予測
 
出所：United Nation, Population Division of  the Department of  Economic and 























1990 1995 2000 2005 2010 2015 2020 2025 2030 2035 2040 2045 2050
図1a中印の人口と生産年齢人口の推移（億人）
生産年齢人口（中） 生産年齢人口（印） 人口（中） 人口（印）
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1960 1970 1980 1990 2000
インド 19.6 20.8 24.7 26.9 26.2 
マレーシア 19.4 27.4 41.0 42.2 48.3 
タイ 18.5 25.3 28.7 37.2 42.0 
韓国 17.7 26.0 36.6 41.6 40.7 















出所: World Bank, The Complete World Development Report 1978-2009. 
出所: World Trade Organization (http://www.wto.org/) 
1948 1953 1963 1973 1983 1993 2003 2006
インド 2.2 1.3 1.0 0.5 0.5 0.6 0.8 1.0
ブラジル 2.0 1.8 0.9 1.1 1.2 1.0 1.0 1.2
メキシコ 0.9 0.7 0.6 0.4 1.4 1.4 2.2 2.1














表3 工業生産指数(Index of Industrial Production)
1955年度 1960年度
工 業 全 体 139 194
綿 織 物 128 133
鉄 鋼 122 238
機 械 192 503



























出所: Reserve Bank of India(RBI), Handbook of Statistics on Indian Economy 2008
出所: 中国は World Bank, The Complete World Development Report 1978-2009,  














表3 工業生産指数(Index of Industrial Production)
1955年度 1960年度
工 業 全 体 139 194
綿 織 物 128 133
鉄 鋼 122 238
機 械 192 503
































注: GDP は補助金を除いた経常市場価格(current market prices) 





















































































1983年 1993年度 1999年度 2004年度
労働力人口 263.8 334.2 364.9 419.7
(1)就業者 239.5 313.9 338.2 384.9
(2)失業者 24.3 20.3 26.7 34.7
(3)失業率 9.2% 6.1% 7.3% 8.3%
注: 失業者の定義は、対象週における各1日の経済活動に注目した(CDS)基準
出所: Planning Commission, http://planningcommission.gov.in/
表5 インドの貿易実績の変化（GDP比%）
1991年度 1996年度 2001年度 2006年度
1 財・サービス輸出額 7.1% 11.0% 12.7% 20.3%
(1) 財輸出額 6.9% 8.8% 9.4% 13.9%
(2) サービス輸出額 1.9% 1.9% 3.6% 8.9%
2 主要輸出品別
I 第一次産品 1.6% 2.1% 1.5% 2.1%
(1) 農業・農業関連製品 1.2% 1.8% 1.2% 1.4%
(2) 鉱物資源 0.4% 0.3% 0.3% 0.8%
II 製造業製品 5.0% 6.3% 7.0% 9.3%
(1) 革製品 0.5% 0.4% 0.4% 0.3%
(2) 化学製品・医薬品 0.7% 1.0% 1.3% 1.9%
(3) エンジニアリング製品* 0.8% 1.3% 1.5% 3.2%
(4) 繊維・繊維製品 1.8% 2.2% 2.1% 1.9%
(5) ジュエリー製品 1.0% 1.2% 1.5% 1.7%
III 石油製品 0.2% 0.1% 0.4% 2.0%


































1 輸送機器（自動車を含む） 12.37% サービス （金融 ・ 非金融 ） 21.43%
2 電 気 機 器 11.14% ITソフトウェア・ハードウェア 11.64%
3 サービス （金融 ・ 非金融 ） 9.71% 電 気 通 信 7.77%
4 遠 距 離 通 信 9.69% 建 設 6.24%
5 化 学 （ 肥 料 を 除 く ） 9.57% 住 宅 ・ 不 動 産 5.83%
6 燃 料 ( 電 力 & 製 油 ) 8.75% 自 動 車 4.16%
7 食 品 加 工 5.68% 電 力 3.67%
8 紙 ・ 紙 製 品 2.08% 冶 金 3.23%
9 そ の 他 の 機 械 2.04% 石 油 ・ 天 然 ガ ス 2.75%
10 繊 維 1.99% 化 学 （ 肥 料 を 除 く ） 2.45%
注: 1990年代と2000年代の産業分類は必ずしも一致しない。



















出所: CSO, National Account Statistics 200 8



























インド経済全体 1.07 6.70 0.16
製造業 2.58 7.80 0.33
(1) 組織部門 0.87 7.31 0.12
(2) 未組織部門 2.95 8.66 0.34
注: 雇用はCDSベース、GDPは1993年度価格

























出所: Directorate General of  Foreign Trade (http://dgft.delhi.nic.in/), 財務省
(http://www.mof.go.jp/) 
表9 組織部門の就業者数(10万人)
年度 公共部門 民間部門 合計
1999 194.15 86.98 281.13
2000 193.14 86.46 279.60
2001 191.38 86.52 277.90
2002 187.73 84.32 272.05
2003 185.80 84.21 270.01
2004 181.97 82.46 264.43
2005 180.06 84.52 264.58

























注: FDI 実行額、進出企業数とも暦歴 
進出企業数は、日本企業の出資比率が 10％以上の日系現地法人数。
支店や事務所を含まない。 
出所: Ministry of  Commerce and Industry (http://dipp.nic.in/), 東洋経済
『海外進出企業総覧』 
